
事 業 概 況 （令和８年２月分結果の概要）

保 険 給 付

令和７年度労災保険業務機械処理の令和８年２月末現在における保険給付支払総額は6,904 億円で、前年同期に比べて

1.2％増となっている。

保険給付支払総額の給付種類別の状況

保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が3,149 億円で45.6％と最も大きく、次いで療養補償給

付が2,384 億円で34.5％を占めている。以下、休業補償給付が13.3％、障害補償一時金が3.9％、遺族補償一時金及び介

護補償給付がそれぞれ1.1％、葬祭料及び二次健康診断等給付がそれぞれ0.2％となっている。

保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、二次健康診断等給付が10.4％増、葬祭料が6.7％増、療養

補償給付が2.8％増、休業補償給付が1.7％増、障害補償一時金が1.3％増、介護補償給付が0.7％増、年金等給付が0.1％

増となっているのに対し、遺族補償一時金が13.0％減となっている。（第１表）

保険給付支払総額の業種別の状況

保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 2,453 億円で 35.5％、「建設事業」が 1,846 億円で

26.7％、「製造業」が1,517億円で22.0％となっている。以下、「運輸業」が11.3％、「鉱業」が2.2％、「林業」が1.3％、

「船舶所有者の事業」が0.4％、「漁業」が0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.2％となっている。

保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 6.7％増、「その他の

事業」が4.4％増、「運輸業」が2.2％増となっているのに対し、「鉱業」が8.5％減、「船舶所有者の事業」が5.4％減、「林

業」が3.4％減、「漁業」が1.9％減、「製造業」が0.9％減、「建設事業」が0.4％減となっている。（第２表）

区 分

保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 682,379,428 100.0 0.1△ 690,354,723 100.0 1.2

療 養 補 償 給 付 231,896,326 34.0 1.1 238,400,507 34.5 2.8

休 業 補 償 給 付 90,271,179 13.2 0.3△ 91,796,427 13.3 1.7

障 害 補 償 一 時 金 26,765,241 3.9 1.4 27,107,137 3.9 1.3

遺 族 補 償 一 時 金 8,539,151 1.3 18.5 7,425,756 1.1 13.0△

葬 祭 料 1,595,455 0.2 5.7△ 1,702,973 0.2 6.7

介 護 補 償 給 付 7,260,585 1.1 0.8 7,312,163 1.1 0.7

年 金 等 給 付 314,502,059 46.1 1.3△ 314,898,617 45.6 0.1

二 次健 康診 断等 給付 1,549,434 0.2 5.5 1,711,143 0.2 10.4

(注1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。

第 １ 表 給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和6年度 7年2月末 令和7年度 8年2月末

金 額 構成比

対前年

同 期

増減率

金 額 構成比

対前年

同 期

増減率

(注2) 本表の数値は、金額は百の位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っているため、

合計が合わない場合がある（以下、各表同じ）。



年金等給付支払総額の業種別の状況

年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が1,764 億円で56.0％と最も大きく、次いで障害補

償年金が1,212 億円で38.5％、傷病補償年金が173億円で5.5％を占めている。

年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が1,022 億円で32.5％、「製造業」が870億円で27.6％、

「その他の事業」が711億円で22.6％となっている。以下、「運輸業」が11.4％、「鉱業」が3.4％、「林業」が1.5％、「漁

業」が0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」及び「船舶所有者の事業」がそれぞれ0.3％となっている。（第３表）

区 分

業 種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 682,379,428 100.0 0.1△ 690,354,723 100.0 1.2

林 業 9,553,736 1.4 3.2△ 9,233,564 1.3 3.4△

漁 業 1,809,259 0.3 3.6 1,775,646 0.3 1.9△

鉱 業 16,633,493 2.4 6.0△ 15,219,624 2.2 8.5△

建 設 事 業 185,398,122 27.2 1.4△ 184,588,961 26.7 0.4△

製 造 業 153,085,376 22.4 1.6△ 151,650,139 22.0 0.9△

運 輸 業 76,482,341 11.2 1.7 78,185,756 11.3 2.2

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
1,387,119 0.2 8.1△ 1,479,683 0.2 6.7

そ の 他 の 事 業 234,914,514 34.4 2.0 245,275,197 35.5 4.4

船 舶 所 有 者 の 事 業 3,115,467 0.5 5.9 2,946,153 0.4 5.4△

第 ２ 表 業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和6年度 7年2月末 令和7年度 8年2月末

金 額 構成比

対前年

同 期

増減率

金 額 構成比

対前年

同 期

増減率

令和7年度 8年2月末現在

区 分 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合 計

業 種 年 金 年 金 年 金 （ 年金等給付 ）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 121,167,375 176,412,881 17,318,361 314,898,617 100.0

林 業 1,395,384 3,258,843 193,407 4,847,634 1.5

漁 業 287,190 887,272 27,795 1,202,258 0.4

鉱 業 1,043,805 8,487,734 1,171,123 10,702,662 3.4

建 設 事 業 31,452,587 64,489,417 6,281,396 102,223,400 32.5

製 造 業 42,225,668 41,903,614 2,846,059 86,975,340 27.6

運 輸 業 13,888,114 20,188,246 1,880,106 35,956,466 11.4

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
198,138 595,075 35,159 828,371 0.3

そ の 他 の 事 業 30,356,588 35,911,670 4,840,483 71,108,741 22.6

船 舶 所 有 者 の 事 業 319,903 691,009 42,833 1,053,746 0.3

構 成 比 38.5% 56.0% 5.5% 100.0% －

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。

第 ３ 表 業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況

構成比



保 険 料

令和７年度労災保険業務機械処理の令和８年２月末現在における保険料徴収決定済額は9,752億円で、前年同期に比べ

て3.7％増となっている。保険料収納済額は9,464億円で、前年同期に比べて3.7％増となっている。また、収納率は前年

同期と同水準であった。

保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が4,901億円で50.3％と最も大きく、次いで、「建設

事業」が 2,140 億円で 21.9％、「製造業」が 1,678 億円で 17.2％を占めている。以下、「運輸業」が 8.1％、「船舶所有者

の事業」が1.3％、「林業」が0.5％、「漁業」、「鉱業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ0.2％とな

っている。（第４表）

区 分

令和6年度 令和7年度 令和6年度 令和7年度 令和6年度 令和7年度

業 種 7年2月末 8年2月末 7年2月末 8年2月末 7年2月末 8年2月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 939,954,865 975,158,964 100.0 3.7 912,382,733 946,437,796 100.0 3.7 97.1 97.1

林 業 5,268,060 5,339,719 0.5 1.4 5,056,739 5,138,045 0.5 1.6 96.0 96.2

漁 業 2,047,513 1,979,992 0.2 3.3△ 1,997,283 1,933,067 0.2 3.2△ 97.5 97.6

鉱 業 2,224,230 2,264,646 0.2 1.8 2,071,057 2,115,221 0.2 2.1 93.1 93.4

建 設 事 業 207,045,060 214,040,305 21.9 3.4 192,471,245 198,744,928 21.0 3.3 93.0 92.9

製 造 業 162,704,796 167,842,708 17.2 3.2 160,600,648 165,801,977 17.5 3.2 98.7 98.8

運 輸 業 76,603,210 78,537,669 8.1 2.5 73,957,317 75,961,361 8.0 2.7 96.5 96.7

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
2,242,972 2,420,457 0.2 7.9 2,240,936 2,417,786 0.3 7.9 99.9 99.9

そ の 他 の 事 業 468,260,061 490,097,298 50.3 4.7 460,690,780 481,926,823 50.9 4.6 98.4 98.3

船舶所有者の 事業 13,558,963 12,636,170 1.3 6.8△ 13,296,727 12,398,588 1.3 6.8△ 98.1 98.1

第 ４ 表 業 種 別 保 険 料 徴 収 状 況
保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収 納 率

構成比

対前年

同 期

増減率

構成比

対前年

同 期

増減率


